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研究ノート

要旨：2008年から始まった経済連携協定（EPA）は、介護福祉士候補者（EPA候補者）が来日し、就労しながら
介護福祉士資格の取得を目指すものであるが、国家試験の合格率は全平均で46.5％と低い。長期的就労を望む
EPA候補者と施設も少なくないが、そのためには、介護福祉士の取得が必要である。文献研究とインタビュー調
査を通じて、施設での研修について現状と課題を考察した結果、公益社団法人国際厚生事業団（JICWELS）の学
習支援を柱としつつも、各施設が独自に研修を行っていること、施設、法人、先輩外国人介護職員、外部機関が
役割分担をしながら、学習支援にあたる体制を構築しつつあることが明らかとなった。また、外国人介護職員が、
職員としての役割を着実に果たしており、施設運営の面から資格取得および施設内研修の重要性がさらに高くな
ると考えられる。今後の課題として、他施設や他法人および外部機関と連携した研修体制の構築の推進、教材や
カリキュラムの開発、EPA候補生の学習状況を共有する仕組みづくりがあげられる。

キーワード：EPA介護福祉士候補者、外国人介護職員、介護福祉士国家資格、施設内研修、学習支援

EPA 介護福祉士候補者の 
介護福祉士国家資格取得に向けた施設内研修

高　橋　明　美

日本福祉教育専門学校　非常勤講師 
敬心学園職業教育研究開発センター　准研究員

Training in Institutions for the National Qualification of  
Care Workers for EPA Care Worker Candidates

Takahashi Akemi

Japan Welfare Education College Part-time Lecturer 
Keishin-Gakuen Educational Group Research, Development and Innovation Center for  
Vocational Education and Training, Associate Researcher

１．研究の背景と目的
厚生労働省は、第８期介護保険事業計画の介護
サービス見込み量等から、2019年度の介護職員が約
211万人であるのに対し、2025年度には約243万人
（現状＋約32万人）、2040年度には約280万人（現状
＋約69万人）の介護職員が必要であると発表した。
これに対し①介護職員の処遇改善、②多様な人材の
確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、
⑤介護職の魅力向上、④外国人材の受入環境整備な
ど総合的な介護人材確保対策の方策を推進するとし

ている（厚生労働省2021年７月９日報道資料「第８
期介護保険事業計画に基づく介護人材の必要数につ
いて」）。
このうち外国人材（以下外国人介護職員とする）
については、日本人配偶者や特別永住者以外は、国
は2008年から実施しているインドネシア、フィリピ
ン、ベトナムの３ヶ国で２国間の経済強化を目的と
した「EPAによる介護福祉士候補者」（以下 EPA候
補者とする）に続いて、2017年に介護福祉士国家資
格保持者のために専門的・技術的分野の外国人とし
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ての在留資格「介護」を創設するとともに、日本か
ら相手国への技能移転を目的とした技能実習制度に
「介護」を加え、2019年には人手不足対応のための
一定の専門性・技能を有する外国人の受け入れであ
る「特定技能１号」を設けた。2020年４月の在留資
格「介護」上陸基準省令の改正では、介護福祉士養
成校で介護福祉士国家資格を取得した場合だけでは
なく、どのようなルートであっても介護福祉士国家
資格を取得すれば在留資格「介護」が認められるこ
ととなり、外国人介護職員受け入れの４制度が整っ
た。なお、これ以外に、留学生が資格外活動許可を
受けた場合は、週28時間（教育機関の長期休暇中は
１日８時間以内）の就労が可能である。

EPA候補者は原則４年（一定の要件を満たせば５
年）、技能実習および特定技能１号については最長
５年と在留期間の制限がある。だが、EPA候補者、
技能実習制度、特定技能１号のいずれの制度も介護
福祉士国家試験に合格すると、在留資格更新の回数
制限なく日本で介護福祉士として長期的に業務に従
事することができる。つまり、外国人介護職員が日
本で長期に就労するためには、介護福祉士国家資格
の取得が必要となる。
外国人介護職員が施設に長期的に就労し、様々な
業務と役割を経験することは、本人のみならず、将
来的には母国にとっての貢献度も高くなる。また著
しい人手不足の中で、時間をかけて教育をしてきた
外国人介護職員が長期に就労し、多様な業務と役割
を遂行することは施設側にとっても望むところであ
る。「外国人介護人材の受入れ実態等に関する調査」
によると外国人介護職員に行ったアンケート調査の
結果、「５年後は、日本で介護関連の仕事をしていき
たいと考えている割合が、全体で57.0％と最も高」
く（三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング2020b：
24）、「そして施設・事業所の半数以上（52.8％）が、
外国人介護職員になるべく長く働いてほしい」とし
ている（三菱 UFJリサーチ＆コンサルティン
グ 2020b：８）。また EPA候補者の受け入れ機関で
ある公益社団法人国際厚生事業団（以下 JICWELS

とする）が受け入れ施設に「国家試験合格後の候補
者の処遇」について質問したところ、90％以上が
「当施設で働き続けて欲しい」 と希望していた
（JICWELS 2020：11）。

だが、長期就労の前提となる介護福祉士国家試験
の合格率は、第33回（2020年度）では全体が71％
だったのに対し、再受験を含めた EPA候補者は
46.2％であり、EPA候補者の介護福祉士国家試験合
格は容易ではない。

EPA候補者は施設で就労しながら研修を進め、各
施設は学習時間の配慮や施設職員による学習支援を
計画的に実施することとなっている。
施設における学習支援については、制度開始間も
ない時期に赤羽らが EPA候補者や施設へのインタ
ビューを通じて行った研究で、「EPAの枠組みでは
候補者への支援スキームが施設に任されている」、
「施設の研修担当者や日本語教師を支援するシステ
ム作りが求められる」（赤羽ら2012：１-19）と指摘
したが、現在も「国家資格取得のための教育支援と
して、就労と学習両立に関わる多様なニーズへの対
応を要し、現行の育成プログラムには限界があり、
改善が喫緊の課題である」（亀山ら 2021：133-142）
と未だ改善の必要性が指摘されている。
また、「もっとも大きな費用は、受け入れた介護士
候補者の研修を担当する、ベテラン介護士の機会費
用の問題である。外国人介護士に対しての職場研修
はどの職場でもベテランが担当するが、その研修担
当者を通常の現場業務から離して研修を担当させる
には、職場要員に余裕がなくては難しい。」（上林
2015：88-97）と施設の負担の大きさや、日本語教
育の視点から「担当者自らが模索し、「どのように」
着任後教育に組み込むのかといった検討を加え、工
夫を凝らしながら、個々にシラバスを構築していく
という必要性に迫られる。この場合、教育担当者の
負担は計り知れないものがある」（神村・三橋
2016：73-86）と、教育担当者の負担が大きいと指
摘する先行研究もある。
それでは現在、各施設では実際にどのような研修
が行われているのだろうか。EPA候補者の場合、介
護福祉士国家資格取得に向けた学習支援は、施設の
みならず受け入れ機関である JICWELSも継続的に
行っている。さらに、介護人材確保の面から独自に
学習支援を行っている地方自治体もあるが、それら
はどう活用されているのだろうか。
本研究は、外国人介護職員が長期就労するための
前提である介護福祉士国家資格取得に向けた学習支
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援について、EPA候補者を対象に施設内研修の現状
と課題を明らかにすることを目的とする。
なお、研修には日常業務の中で行う研修（OJT）お
よび業務を離れて行う研修（Off-JT）があるが、本
研究における施設内研修とは、施設の内外を問わ
ず、施設の監督下で業務を離れて行う研修をいう。
また介護福祉士国家試験は、筆記試験と実技試験に
よって構成されているが、本研究では筆記試験で問
われる専門知識の習得に関する部分を対象とする。

２．研究の方法
本研究は、まず文献研究により、EPA候補者の制
度と現状の概要を把握したのち、JICWELSや地方自
治体等による学習支援体制を見ていくこととする。そ
の後 EPA候補者を受け入れている施設にインタ
ビューを実施し、施設内研修の実態や課題を把握す
る。これらを通じ、EPA候補者の施設内研修につい
て、その現状と課題を考察していく。なお、施設での
インタビュー調査は、オンラインおよび対面にて
2021年６月４日から2021年６月11日の間に実施した。

３．倫理的配慮
各施設には、研究の趣旨や目的を説明し、研究協力

の承諾を文書で得ている。文献の引用等については日
本社会福祉学会研究倫理指針に則して行っている。

４．研究結果
（1）EPA候補者の制度と現状
（a）制度概要と人数の推移

EPA は Economic Partnership Agreement の 略 で、
「２ヶ国間での貿易や知的財産の保護や投資、政府
調達、協力等を含めて締結される包括的な協定」（財
務省ホームページ「経済連携協定（EPA）等」）であ
る。厚生労働省はこの協定の目的について、「看護・
介護分野の労働力不足への対応ではなく、二国間の
経済活動の連携の強化の観点から、経済連携協定
（EPA）に基づき、公的な枠組で特例的に行」い、「経
済連携協定に基づき国家資格を取得することを目的
とした就労を行う外国人候補者は、受入れ施設で就
労しながら国家試験の合格を目指した研修に従事」
するとしている（厚生労働省ホームページ「インド
ネシア、フィリピン及びベトナムからの外国人看護
師・介護福祉士候補者の受入れについて」）。

EPA制度の概要は表１に示すとおりである。なお
表１中、N1～5とは独立行政法人国際交流基金と公
益社団法人国際教育支援協会が実施する日本語能力
試験であり、N1が最も高いレベルである。

EPA候補者は、インドネシア（2008年）、フィリ
ピン（2009年）、ベトナム（2014年）の３ヶ国から
毎年各国最大300人の枠で受け入れを行っており、
その総数は表２に示す通りである。なお、コロナ

表１　EPA 制度の概要

制度の目的 介護福祉士の国家資格取得を目的とした受入れ（国際連携の強化）
送り出し国 インドネシア・フィリピン・ベトナム
在留資格 特定活動
在留期間 原則4年（一定の条件を満たせば5年）※介護福祉士取得後は更新回数の制限なし
家族帯同 不可　※介護福祉士取得後は可能（配偶者・子）

求められる  日本語能力
インドネシア・フィリピン　現地で6か月研修後 N5程度で入国。入国後6カ月の研修後就労
ベトナム現地で12カ月研修後、N3以上で入国。入国後2.5カ月の研修後就労

介護に関する知識（資格）
インドネシア　看護学校（3年）卒または高等教育機関または政府による介護士認定
フィリピン　看護学校（4年学士）卒または4年制大学卒または政府による介護士認定
ベトナム　3年制または4年制の看護課程修了

受入調整機関 JICWELS（国際厚生事業団）

勤務できるサービス 原則定員30名以上の施設等、要件はあるが高齢のみならず、障害児者施設や救護施設まで可能。
訪問系サービスは、介護福祉士取得後一定の要件の下可能

職員配置基準 N2以上の場合は、すぐに配置基準に含む。その他は雇用後6カ月経過後配置基準に含む
夜勤 雇用してから6カ月経過後、もしくは N1、N2合格後可能。
法人内異動 不可
転職 不可　※介護福祉士取得後は可能
出典：厚生労働省「外国人介護職員の雇用に関する介護事業者向けガイドブック」（2019）P10、11から引用および筆者加筆
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ウィルスの流行拡大のため、2021年３月時点では、
フィリピンからの候補者は来日できていない。

EPA候補者については、「近年は事業者数が激増し
たことから、売り手市場へ推移し、人気のある事業者
に集中する一方でマッチングが空振りに終わる事業
者が出ている」（武石 2019：25-34）状況であり、各
事業者間での EPA候補者の獲得競争が起きている。
（b） 就労までの流れと受け入れ施設
日本側の EPA候補者の唯一の受け入れ機関は

JICWELSである。JICWELSは求人登録している施
設の情報を各国の送り出し機関に提供し、送り出し
機関が就労希望者の募集選考、審査を行う。その後
JICWELS が送り出し国において、送り出し調整機
関が選考した就労希望者の面接等をする。そして
JICWELS が受入れ希望機関及び就労希望者の希望
をとりまとめてマッチングを実施し、マッチングが
成立した受入れ希望機関と就労希望者は雇用契約を
締結する。
契約を締結した EPA候補者については、日本語研

修機関が訪日前および訪日後に候補者に対して日本
語研修を実施し、来日後は JICWELS が介護導入研
修等を実施したのちに施設において就労を開始す
る。訪日前後の教育は国ごとにちがい、インドネシ

アとフィリピンが訪日前の日本語研修６ヶ月、訪日
後の日本語研修６ヶ月、ベトナムが訪日前の日本語
研修12ヶ月、訪日後の日本語研修2.5ヶ月であり、こ
のほか10日間の介護導入研修がある（以上、厚生労
働省ホームページ「インドネシア、フィリピン及び
ベトナムからの外国人看護師・介護福祉士候補者の
受入れについて」）。

EPA候補者を受け入れる施設は、高齢者施設だけ
ではなく、障害者・児童施設、救護施設まで幅広く
設定されているが、介護福祉士取得までは訪問系
サービスに従事することはできない。受け入れ施設
は、原則定員30人以上であることの他、職員配置基
準が法令を満たしていること、常勤職員の４割以上
が介護福祉士の資格を有することなどの条件があ
り、受け入れ後も JICWELSの巡回訪問を受け所定
の報告をすることになっている。なお、候補者には
施設内で同様の職務に従事する日本人介護職員の報
酬と同等額以上を支払わねばならず、雇用契約書に
ある施設以外での就労はできない。また、施設が１ 

年間に受け入れることができる EPA候補者は、原則
として、１ヶ国につきそれぞれ２名以上５名以下で
ある。

表２　EPA 候補者の年別・国別推移（2021年３月現在）

国 インドネシア フィリピン ベトナム
年度小計（人）

年度 人数 施設数 人数 施設数 人数 施設数
2008 104 53 ― ― ― ― 104

2009 189 85
190 92

― ― 406
※27 6

2010 77 34
72 34 ― ―

159
※10 6 ― ―

2011 58 29 61 33 ― ― 119
2012 72 32 73 35 ― ― 145
2013 108 42 87 37 ― ― 195
2014 146 61 147 64 117 62 410
2015 212 85 218 89 138 58 568
2016 233 99 276 116 162 79 671
2017 295 123 276 141 181 78 752
2018 298 139 282 149 193 87 773
2019 300 173 285 177 176 86 761
2020 272 205 ― 193 96 465
国別小計 2,364 2,004 1,160 5,528 

　※2009年、2010年はフィリピンのみ就学コースが設けられており、計37名が来日した
　出典；JICWELS（2021a）「2022年度受入れ版　EPAに基づく外国人看護師・介護福祉士受入れパンフレット」　P45を筆者改変
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（c）介護福祉士国家試験合格率
試験を所管する厚生労働省は EPA候補者への配

慮として、2010 年度から疾病名に英語を併記し、英
字略語には正式名称を併記するなどの措置を実施し
た。さらに2011 年度から、EPA候補者は一般の受験
者と別室で受験できるようになり、2012年度には問
題用紙の全ての漢字にふりがなを付ける、わかりや
すい日本語へ改善する、試験時間を一般受験者の
1.5倍に延長するという措置を取ってい る。しかし、
EPA候補者の介護福祉士国家試験の合格率は、表３
のようになっており、日本人を含めた全体の合格率
に比べて低い状況が続いている。
なお、４年目の介護福祉士国家試験に不合格で
あった EPA候補者の中で、合格基準点の５割以上の
得点があり 、かつ他の要件を満たす場合は滞在が１
年延長され、介護福祉士国家試験に再受験すること
が可能であるが、その際は、受け入れ施設は介護研
修改善計画を作成し、EPA候補者は「国家試験合格
に向けて精励する」と署名して、厚生労働省に提出
する必要がある（厚生労働省令和３年３月29日報道
発表資料　「経済連携協定（EPA）に基づく外国人看
護師・介護福祉士候補者の滞在期間延長の条件とな
る国家試験の得点基準などを公表します」）。

（2） �EPA候補者等に関する厚生労働省および地方自
治体の支援体制

EPA候補者については、国家間の特例的な制度で
あり、制度運用後10年以上が経過しているため国等

の支援が充実している。
国の支援としては、まずは、「外国人介護福祉士候
補者受け入れ施設学習支援事業」がある。これは、
受け入れ施設が行う日本語学習や介護分野の専門学
習や学習環境の整備について、候補者１人当たり年
間23.5万円以内を補助するほか、医療的ケアの学習
のために喀痰吸引等研修の受講にあたり候補者１人
当たり年間9.5万円以内 （日本での滞在期間中１回
のみ）施設の研修担当者の活動経費として１施設あ
たり年間８万円以内の補助がある。
次いで、外国人介護福祉士候補者学習支援事業が
ある。これは、日本語や介護分野の専門知識等を学
ぶ集合研修、介護の専門知識に関する通信添削指
導、介護福祉士の資格を取得できずに帰国した候補
者の母国での再チャレンジ支援であり、JICWELS

が受託し実施している。
三つ目に、外国人介護福祉士候補者受入支援事業

がある。巡回訪問指導、相談窓口の設置、 日本語・
漢字統一試験、受入れ施設担当者向けの説明会、過
去の国家試験問題の翻訳（インドネシア語、英語、ベ
トナム語）版の提供、学習教材の配布、就労開始か
ら国家試験までの「学習プログラム」提示、受入れ
施設が作成する研修計画・研修プログラムのための
学習プログラムの提示がその内容であり、JICWELS

が実施している（以上、厚生労働省ホームページ「介
護福祉士候補者への学習支援及び試験上の配慮」）。
またこの他、地方自治体においても独自に EPA候

補者への支援を行っている。例えば東京都は「外国

　　　　　　　　　　　　　 　表３　EPA 候補者　国別・年度別介護福祉士国家試験合格率� （単位：％）

国 /年度 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

インドネシア
合計 37.2 46.7 43.0 55.3 58.5 62.4 38.5 33.1 36.5 36.5 
初受験 37.2 45.8 57.1 65.4 64.6 62.6 43.2 34.4 39.2 41.0 
再受験 ― 55.6 16.2 39.4 35.3 60.0 22.2 27.7 29.8 27.3 

フィリピン
合計 100.0 30.4 29.6 34.8 43.0 36.0 37.8 40.3 29.4 37.7 
初受験 ― ― 50.0 42.6 50.0 41.8 38.4 45.9 33.2 37.1 
再受験 ― ― 10.7 22.9 26.1 24.2 35.9 25.0 20.0 31.1 

ベトナム
合計 ― ― ― ― ― ― 93.7 87.7 90.8 92.1 
初受験 ― ― ― ― ― ― ― 88.5 92.2 92.9 
再受験 ― ― ― ― ― ― ― 50.0 72.7 77.8 

合計 37.9 39.8 36.3 44.8 50.9 49.8 50.7 46.0 44.5 46.2 
全体合格率 63.9 64.4 64.6 61.0 57.9 72.1 70.8 73.7 69.9 71.0

※2011年度フィリピンの候補者は以前に日本での就労期間があり、３年の実務経験を満たしていた
出典；�2012年～2021年　厚生労働省報道発表資料各回「介護福祉士国家試験の内訳・入国年度別候補者の累計合格率」、「第33回介護福祉士

国家試験の受験者・合格者の推移」より筆者作成
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人介護従事者受入れ環境整備等事業」として、「経済
連携協定等に基づく外国人介護福祉士候補者受入れ
支援事業」を実施し、国の外国人介護福祉士候補者
受け入れ施設学習支援事業に上乗せして施設に対す
る補助を行っており、2020年度においては、受入施
設の設置主体が区市町村以外の場合は候補者年額
100万円以内と高額であった（東京都保健福祉財団
ホームページ）。また東京都では2012年から2015年
まで「東京都と首都大学東京による公学連携事業
で、日本語コースと専門日本語コースを開設して
EPA候補者に集合研修の実施とシラバス開発などを
行っていた」（神村・三橋 2016：73-86）。
神奈川県においては、「外国人介護福祉士候補者
支援事業」の中で、「経済連携協定（ＥＰＡ）に基づ
き、インドネシア、フィリピン及びベトナムから入
国した外国人介護福祉士候補者を支援するため、国
家試験対策講座を実施するとともに、施設が行う学
習支援に対して補助する」として、学校法人に委託
して来日年度と習熟度に応じた段階的な国家試験対
策講座の集合研修を行っている（神奈川県 2021：
24）。
この他、京都府や千葉県、愛媛県、川崎市などで
は「外国人介護人材支援センター」等を設置してお
り、各自治体で EPA候補者をはじめとした外国人介
護職員支援のための体制整備が進められている。

（3）EPA候補者への学習支援
EPA候補者は、実際に施設で就労しながら「介護福

祉士国家試験受験準備のための学習（介護の知識・
技術の修得）、 日本語の継続学習、 職場への適応促
進・日本の生活習慣の習得等）」（JICWELS 2021b：
42）を柱として、研修を進めていくこととなる。
（a）JICWELS による学習支援

JICWELSでは、「施設受入れ後の介護福祉士候補
者に対する研修・学習は、各受入れ施設において進
め」（JICWELS 2021b：41）るとしつつ、「標準的な
学習プログラム」の提示や学習教材の開発や配布を
通じて、就労年数別に EPA候補者および施設への支
援を行っている（表４）。
この学習プログラムでは、就労１年目は「日本語
力」、就労２年目は「国家試験のための基礎知識」、
就労３年目は「国家試験受験対策」に重点が置かれ、

教材が作成されている。就労２年目に配布される
『外国人のための介護福祉士国家試験対策　新カリ
キュラム』については、2011年第１版の作成後、
2021年に大幅改訂された。改訂版では内容を見直す
ほか、全ての漢字にふりがなをつけ、できるだけ平
易な日本語にするなど工夫している。JICWELSは
これらの教材を EPA候補者に配布するとともに、就
労２・３年目では配布済のスケジュールに合わせて
「チャレンジ問題」をメールで配信している。さらに
「自己学習チェックシート」も作成し、計画的に学習
が進むように促している。自己学習チェックシート
は、研修担当者のチェック欄も設け、自己学習の進
捗状況を施設側でも確認できるようになっている。
施設に対しては就労開始から国家試験受験までの学
習を示した学習プログラムと試験日程や集合研修の
日程を入れた年間スケジュールを配り、３年間の具
体的な流れがつかめるようにしている。この他、各
施設に『EPA介護福祉士候補者標準学習プログラム
及び研修の手引き』という冊子を配布し、各段階別
の参考教材、教材の活用方法、学習期間を示すとと
もに、研修指導者については教材別に「３日に１度、
練習問題をコピーして小テストを実施する」
（JICWELS 2019b：12）など、研修への関わり方も
述べている。

JICWELSが国家試験の学習法について EPA候補
者に尋ねた調査結果からは、JICWELSの教材につ
いては、集合研修は83.4％、通信添削は78％と利用
率が高い一方、動画講義は21.9％と活用率が低く
なっている。JICWELS教材以外の学習については、
施設職員による指導が66.6％と最も多く、次いで日
本語講師による指導50％、国家試験対策講師による
指導37.3 ％、外部研修に参加が17.4 ％だった
（JICWELS 2020：35）。
ここからは、各施設が EPA候補者を学習面でサ

ポートするために、JICWELSの教材等だけではな
く、様々な取り組みを行っていることが分かる。
（b） 施設の学習支援体制の整備
各施設での学習支援体制の整備について、「2022
年度受入れ版　EPA介護福祉士候補者受入れの手
引き」（JICWELS 2021b：41-43）に沿って確認して
いく。
各施設は厚生労働省の指針（平成20年厚生労働省
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告示第 312 号等）に従い、①介護研修計画を立案す
ること、②研修を統括する研修責任者と専門的な知
識及び技術に関する学習や日本語学習の支援、生活
支援等を行う研修支援者を配置すること、③ 研修責
任者は、原則として、５年以上介護業務に従事した
経験がある介護福祉士であること、④ 日本語の継続
的な学習、職場への適応促進及び日本の生活習慣習
得の機会を確保するという４要件を満たす必要があ
る。なお、介護研修計画は、自己学習環境の整備、
研修時間の確保、通信教育の利用、介護福祉士学校
養成所での聴講、地域の研修機会の活用等、施設の
実情等に応じて立案する。さらに介護研修計画以外
にも JICWELSに対し、受入れから国家試験受験ま
で研修・学習内容や到達目標等を一定期間ごとに具
体的に定めた「介護研修プログラム」を提出する。
研修開始後は、厚生労働省の定めた形式により「研

修の実施状況の報告（介護施設）」、「研修評価表（研
修責任者記載）」、「研修評価表（EPA候補者記載）」
を提出し、進捗状況を PDCAサイクルで振り返るよ
うに決められている。
施設における研修・学習にかかる費用について
は、施設職員による指導、研修責任者や支援者によ
る国家試験に向けた自己学習の指導はもちろん、受
入れ施設の設備や職員等を利用する場合の費用、教
材等の購入に係る費用も、原則として受入れ施設で
負担する。また研修計画の一環として、外部の教
育・研修機関、日本語学校等での聴講等を利用する
場合についても、費用の助成や就学時間の確保等、
受入れ施設が可能な範囲内で支援することとしてお
り、過大な金銭的負担等を EPA候補者に強いること
のないように示されている。
なお、学習時間とは施設が設定し研修指導者がか

表４　JICWELS による学習目標の設定と学習支援

就労年数 学習目標 研修 教材 その他

1年目

介護の日本語力（漢字語
彙・読解）の習得
介護の知識・技術の習得
国試対策学習への準備

集合研修（日帰り1回） 看護・介護の言葉と漢字ワークブック
（やさしい漢字とカタカナ語）

動画配信（オ
リエンテー
ション、内容
別国家試験対
策）学習相談
窓口の設置

ウォーミングアップ試験 介護の言葉と漢字国家試験対策ウォーミ
ングアップ

始めよう！国家試験対策試験 介護の言葉と漢字ハンドブック（ベトナ
ム語）

やさしい漢字とカタカナ語試験 介護の言葉と漢字ハンドブック

漢字テスト（4回） 介護の言葉と漢字ワークブック　言葉の
使い方ドリル

模擬試験（1回） 介護の言葉と漢字国家試験対策段階別事
例問題読解
介護の言葉と漢字国家試験対策ウォーミ
ングアップ　ワークブック
始めよう！外国人のための介護福祉士国
家試験対策
始めよう！外国人のための介護の日本語
別冊付
会話で学ぼう！外国人のための介護の日
本語　別冊付

2年目
国試基礎知識の習得（国
試の傾向や出題科目の全
体像等）

自己学習チェックシート・          
チャレンジ問題メール

外国人のための介護福祉士国家試験対策
新カリキュラムⅠ
「人間と社会」　/「医療的ケア」
外国人のための介護福祉士国家試験対策
新カリキュラムⅡ介護１
外国人のための介護福祉士国家試験対策
新カリキュラムⅡ介護２

内容別通信添削（８回）
集合研修
（2泊3日１回、1泊2日1回）
模擬試験（１回）

3年目

国試合格を目指した本格
的な受験対策学習（得意・
苦手分野学習、過去問、模
擬試験、予想問題等）

内容別通信添削（7回）
集合研修（2回）
集合研修（1泊2日 ×3回）
模擬試験（2回）

出典：�JICWELS（2019a）「平成30年度入国 EPA 看護師・介護福祉士候補者受け入れ施設向け就労前説明会資料」および施設配布資料を基
に、筆者作成
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かわる学習時間であり、必ずしも就労時間内に学習
時間を確保する必要はない。EPA候補者の１週当た
りの学習回数と学習時間は、就労時間内が平均1.7
回で5.2時間、就労時間外が0.7回で1.5時間、合計し
て2.4回、6.6時間だった（JICWELS 2020：30）。
（c）施設における施設内研修の現状
前述のとおり、EPA候補者の施設内研修は各施設

に任されている。本項では、２施設へのインタビュー
を通して研修の現状をみていく。インタビューはオ
ンラインおよび対面にて2021年６月４日から2021年
６月11日に半構造化面接により実施した。なお、内容
や人数等はインタビュー時点のものである。

A施設は2001年に開所した、定員60名の従来型特
別養護老人ホームである。運営する社会福祉法人は
東京都内を中心に神奈川や埼玉に特別養護老人ホー
ムや通所介護、居宅介護支援事業所など高齢者施設
を中心に運営し、1,900人余りの従業員がいる（A施
設法人ホームページ）。2020年３月現在の外国人介
護職員は「EPA69名、在留資格「介護」０名、技能
実習生36名、留学生２名、身分系０名」（UFJリサー
チ＆コンサルティング 2020a：25）であった。

B施設は2011年に開所した、定員140人（10人 ×14
ユニット）のユニット型特別養護老人ホームであ
る。運営する社会福祉法人は、医療法人を中核とし
たグループの傘下にあり、グループ全体で診療所、
病院、介護老人保健施設、特別養護老人ホームなど
を多数経営している。2021年６月現在の従業員数は
4,000名、グループ全体での外国人スタッフは140人
である（B施設法人ホームページ）。
インタビューの内容は、表５にまとめている。ま
ず２施設とも外国人介護職員が多く、外国人介護職
員がいることが特別養護老人ホームの運営の前提と
なっている。また B施設においては、ユニットリー
ダーを務める職員もおり、外国人介護職員が施設の
中で着実に役割を果たしていることが分かる。さら
に両施設とも他法人で介護福祉士を取得した外国人
介護職員が転職してきている。施設内研修について
は、２施設とも国の「外国人介護福祉士候補者受け
入れ施設学習支援事業」を使い、外部研修を積極的
に利用して施設の担当者の負担を軽減し、かつ合格
率の向上を図ろうととしている。そして、A施設で
は法人内で先輩外国人介護福祉士が動画配信を行っ

て後輩の外国人介護職員の学習をサポートし、B施
設では外国人介護職員のリーダーがきめ細かくサ
ポートするほか、「外国人介護職員会議」を開いて日
本人職員との相互理解を深めるなど、外国人介護職
員による支援体制ができている。

５．考察
介護福祉士国家資格取得にむけた EPA候補者の

施設内研修については、厚生労働省の指針に沿って
介護研修計画を立案した後、JICWELSの学習支援
を軸として、施設が国等の支援制度を使って試行錯
誤と工夫をしながら実施している実態が明らかと
なった。
インタビューを行った２施設とも、現在は自施設
や自法人だけで研修を実施するのではなく、専門的
な学習部分については日本語学校や学校法人などの
外部機関と連携している。さらに、既に介護福祉士
資格を取得した外国人介護職員が、後輩たちをサ
ポートする取り組みもあった。
また東京都内の別施設でも、月４回（週１日８時
間）を研修日として学習に当て、月２回は外部講師
（日本語と国家試験対策）が、月２回は施設担当者が
コミュニケーションをとって指導を行い、さらに先
輩 EPA介護福祉とって指導を行い、さらに先輩外国
人介護福祉士がサポートを行う事例が報告されてい
る（宇津木 2020：34-39）。また JICWELSの調査か
らも各施設が日本語講師、国家試験対策講師、外部
研修を利用していると回答しており（JICWELS 2020：
35）、研修担当者、施設、法人、先輩外国人介護職
員、外部機関が役割分担をしながら、EPA候補者の
学習支援にあたる体制が構築されつつあることが考
察できる。
そして２施設において、外国人介護職員は日本人
介護職員の「補完」ではなく、職員として役割を
担っており、外国人介護職員が介護福祉士国家資格
を取得し長く働けるようになることは、施設運営の
安定性にも関わっているといえる。前述のとおり
EPA候補者は「売り手市場」となっていることから、
介護福祉士国家試験合格率や先輩外国人介護職員の
定着状況が、EPA候補者が施設を決める要因の一つ
となっていることも推察でき、EPA候補者確保の面
からも、そして施設運営の面からも、介護福祉士国
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表５　施設における EPA 候補者への施設内研修の現状

A施設 B施設

外国人介護職員の状
況、外国人介護職員
に期待すること

〇施設では、2015年から EPA候補者5名の受け
入れを開始した。法人としては、アジアで女性や
資質を持った担い手が埋もれてしまうことがもっ
たいないと思い、世界の人々の活躍の場を作りた
いと思って外国人介護士の受入れを始めた。ま
た、日本の介護を海外へという思いもある。国籍
を超え、日本人と同じように活躍してほしいと
思っている。

〇外国人介護職員は2015年に EPA候補者4名を受
け入れたのを初めに、毎年受け入れている。現在介
護職員の1/3は外国人介護職員となっている。外国
人介護職員はよくやっている。戦力として長く活
躍してほしい。EPA外国人介護職員は、母国では看
護師であり、本当は看護師にしたいと思うが、介護
福祉士をとってほしい。法人全体でのキャリアパ
スも作成できているので、上にあがってほしい。

外国人介
護職員の
人数

人数

〇常勤介護職員29名のうち14名、看護職員4名の
うち、2名（インドネシア）が外国人介護職員で
ある。

〇常勤介護職員71名（主任、副主任、フロアリー
ダー含む）のうち24名が外国人介護職員である。全
14ユニットに1名は外国人介護職員がいる。ユ
ニットのリーダーを務めている外国人介護職員も
3名いる。

内訳

〇 EPA候補生は2名で、EPA4年目1名（インド
ネシア）、3年目1名（ベトナム）である。このほ
か、特定技能2名（ベトナム１、インドネシア
１）、技能実習生2名（インドネシア）、留学生１
名（フィリピン）、日本人配偶者人1名がいる。
〇これ以外に介護福祉士を取得した外国人介護職
員5名（自施設の EPA候補者から3名、2名は他
法人から転職）が就労している。なお、EPA候補
者は夜勤にも従事している。

〇 EPA候補者は6名で、EPA4年目1名（インド
ネシア）、3年目3名（インドネシア）、2年目2名
（インドネシア）である。このほか2021年7月以降
EPA候補者として2名来日予定（フィリピン、イン
ドネシア）、日本人配偶者1名がいる。
このほか、特定技能7名、技能実習生5名（いずれ
もインドネシア）がいる。
〇これ以外に、介護福祉士を取得した外国介護職
員が5名（自施設の EPA候補者から3名、2名は
他法人から転職）就労している。なお、EPA候補者
は夜勤にも従事している。

EPA 候補
生への支
援指導

生活
支援

〇担当者が、例えばお風呂の水が流れないといっ
た生活の基礎的な部分もサポートしている

〇施設長が、きめ細かく目配りをし、サポートして
いる。

仕事の
指導

〇フロアの職員を中心に OJT研修を行っている。
〇どうしても伝えるのが難しい部分は、外国人介
護職員が母国語で伝えることもある。特に自立支
援などの概念は、伝わりにくい。
〇日本人が指導した方が良いことと先輩外国人介
護職員が指導した方がよいことがある。

〇2020年から3か月に1度、施設内で「外国人介護
職員会議」を開催している。外国人介護職員の他、
施設長、介護主任、法人ユニバーサル人材課の職員
が出席する。ルールの徹底、日本人職員からの要望、
日本人職員への要望などを話しあう。ここで、新た
な気づきや、困っていたことが発見できる。会議に
は、事前にレジュメと議事録も作成してもらう。
〇外国人介護職員のリーダーを設けており、リー
ダーが細かく面倒を見ている。

EPA 候補
生に対す
る施設内
研修

研修体制

〇施設の介護課長を中心に研修計画などを立案し
ている。法人全体でのバックアップもあり、PCや
教材が各候補生に配られている。

〇法人のユニバーサル人材課のバックアップの下、
施設長中心で育成している。研修計画は本部で作
成し、施設に合わせてカスタマイズしている。

研修の
実際

〇法人全体として、月24時間を勤務時間内に保証
している。外部研修として学校法人が実施してい
る講座を受講（通学または訪問授業）するのが６
時間 ×月３回の計18時間、残り６時間は、自習で
ある。JICWELSの集合研修などがある時もこの
中に含める。受講費などは法人が負担している。
〇上記研修の他、模擬試験の購入など検討してい
る
〇法人内では、EPA候補生だった先輩介護福祉士
たちが介護福祉士国家試験受験対策の教材などを
毎月作成して配信している。
〇以前は、職員が過去問集めてミニテストを5問
作成し、就業前後に受けるようなこともあった。
日本人も受講していた

〇法人全体として、毎週10時間（月40時間）を研修
時間とし、業務に組み込んでいる
〇施設ごとに違いが出てきてしまうので、法人と
して、2021年度から週６～7時間は、外部研修を
することとし、施設での研修は2時間 ×2日とし
た。施設内での指導方式は、各施設の実情にあわせ
おり、1日は自習でもよいとしている。
〇外部研修は日本語学校に依頼し、1年目は日本
語、2年目以降は専門講師による介護知識を中心
に研修してもらっている。受講費、教材費、交通費
は法人で負担している。
〇この他日本語学校が作成した受験対策の動画教
材も導入している。
〇先輩の外国人介護福祉士が、教材を母国語に翻
訳するなどしてサポートしている。
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家試験合格に向けた施設内研修の重要性がより増し
ているといえよう。
しかし、課題もある。まず、先行研究で指摘がさ
れているように、施設内研修が各施設に任されてい
る状況では施設および研修担当者の負担が大きい。
大規模な法人であれば、法人内でのサポートが期待
できるが、小規模な法人でそれも難しく、結果とし
て研修担当職員に過大な負担がかかることは想像に
難くない。小規模な法人の場合には、他の法人や施
設と合同で研修を進めるなどの工夫が必要となろ
う。例えば東京都や神奈川県が先行しておこなって
いるような、地方自治体の支援の拡充も求められる。

次いで、JICWELSの教材が十分に活用されてい
ない点がある。集合研修や通信教材の利用率は高い
が、動画配信は利用率が低い。標準プログラムは各
施設とも参考にはしているが、それに厳密に従って
の研修実施はしていない。EPA候補者の自律学習を
サポートする「チャレンジ問題」や「自己学習
チェックシート」は現場では活用されていなかっ
た。さらに教材自体が「国家試験対策としてはあっ
ていない」との声もあり、現実に即した形での教材
およびカリキュラム開発が求められる。
三つ目は連携についてである。今後、研修担当者、
施設、法人、先輩外国人介護職員、外部機関などが

A施設 B施設

EPA 候補
生に対す
る施設内
研修

JICWELS
の活用

〇年間スケジュールは把握している。集合研修な
どは利用している。
〇送られてくる通信添削教材はもらさず行い返送
している。
〇自己チェックシートは細かいので把握していな
い。
〇『標準プログラム』は参考にしている。

〇年間スケジュールは把握している。集合研修な
どは利用している。
〇送られてくる通信添削教材も行い、返送してい
る。
〇自己チェックシート、動画配信については受講
してるかどうかチェックしていない。
〇 JICWELSの教材を使って施設内で研修をしてい
るが、介護福祉士国家試験の教材としては、あって
いないと思う。むしろ市販の国家試験対策教材を
使っている。

学習状況
に関する
情報共有

〇フロアでは、仕事上の課題や日本語の問題は把
握している。研修講師（日本語、介護知識）など
とは、細かいところまでは情報共有していない。
特にコロナ禍でオンライン中心になったため、情
報共有が難しい。

〇候補者は外部の研修は受けたいという意欲があ
るが、外部研修をどこまで理解しているのかがわ
からない。コロナ禍でもあり、オンラインだと余計
に状況がつかめない。

課題

外国人介
護職員の
全般的な
課題

〇施設での受け入れが6年目になり、今後は活躍
の場をどう広げるかが課題である。
〇介護主任、介護課長だけではなく、介護支援専
門員や相談員の職種に進む道もあると思う。個人
の目標をどうサポートするかが課題。

〇 EPAだけでなく、特定技能や技能実習生もいる
中で、EPAだけが国の支援が手厚いので、外国人介
護職員との制度的な差がでてしまっている。
〇法人では2021年から、技能実習生には介護職員
実務者研修を受講させている。施設では施設長を
中心とした勉強会も開催している。特定技能に関
しては、施設長が時間外に週1回勉強会を開いて
いる。

EPA候補
生に対す
る施設内
研修の
課題

〇合格率が40％程度である。
〇本来、個人の習熟度別に研修ができるとよい
が、クラス分けしての学習が難しい。レベルの高
い人はより伸ばしていけるように、そして、遅れ
をとっている人も着実に学習が身につけられる工
夫が必要である。
 

〇法人内でも介護福祉士の合格率が30％と低い。
今年度は20人が受験するので、どうなるか心配し
ている。
〇施設の事情もあり、施設間での学習支援の方法
に違いがでてきてしまう。
〇自宅等での自律学習をどう進めるかが課題であ
る
〇日本語レベルが合格率と関連がある。日本語が
できないと合格しない。試験で必ずでてくる日本
語を学習してほしい。
〇「日本で働ければよい」といった気持ちで、モチ
ベーションが低い候補生もいる。モチベーション
どう保つかも課題である。

� 筆者作成

表５（つづき）　施設における EPA 候補者への施設内研修の現状
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役割分担をした学習支援体制が構築されていけばい
くほど、この間の連携が必要となってくる。また外部
機関の利用にあたっても日本語教育と国家試験対策
では専門性が違い、担当者も変わることが多い。多く
の担当者が関わる中で効果的に学習を進めるために
は、施設、法人、日本語教育、専門分野の研修担当者
が連携し、EPA候補者一人ひとりの学習状況につい
て情報を共有していく仕組みを作ることが望まれる。
本研究は、インタビュー施設が限定されており、
結果が一般化できるわけではない。また、今回は
EPA候補者を対象としたが、特定技能や技能実習な
どの他制度における学習支援の状況についても研究
を進める必要がある。今後も、外国人介護職員の育
成や定着、施設における活躍という面から、研究を
継続していきたい。
最後に、コロナ禍で多忙な中、インタビューにご
協力いただいた２施設の皆様に、心からのお礼を申
し上げる。
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